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財政と貿易⾚字の解決、産業の⼤転換、社会の次世代基準における整備を明確に断⾏し、国
家の⼤転換を⾏う。 
 
財政⾚字の削減計画は、財政⽀出の⼤幅な⾒直しと税制改⾰においてその返済の⽬処を求
めるものである。貿易⾚字は産業の転換とともに、先端産業、航空、半導体、その他先端産
業への転換を国策として提案する。社会のソサエティ５.０という基準における⾏政と社会
の転換は、中央⾏政と地⽅⾏政が、明確にコンセンサスを共有し、⾃国産業の育成の最後の
機会として、内需における社会転換を⾏うものである。 
 
これらは新しい国家像と社会への明確な政治と⾏英におけるコンセンサスとビジョンを要
求し、官僚組織における明確な計画の作成を要求するものである。 
 
これらは新たな⾷料、軍事、産業における安全保障政策を独⾃に作成するものであり、これ
らは新たな世界における⾃⼰参加を提案するものである。 
 
これらは新たなエネルギー開発と政策、宇宙開発への⾼い要求、軍事兵器の国産における調
達など、現状の政策の転換を明確に⾏うものである。 
 
これらは⽇銀の国有化とともに、デジタル通貨への移⾏とデジタル社会の育成を国内産業
において実現するものである。 
 
これらはアメリカへの従属を廃し、明確な独⽴路線への転換を実現する。 
 
これら新しい現実は、独⾃経済圏の世界における構築と国時外交への転換において、世界に
おける⾃⼰プレゼンスの転換を⾏い、⽇本が⾃由主義陣営から距離を取り、独⾃プレゼンス
を要求することは世界の情勢を完全に転換することが出来るのである。 
 
これらは中央⾏政と地⽅⾏政の合意を求め、官⺠連携における国家と社会の転換を実現す
るものである。 
 
 


